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はじめに―ESD 推進の手引作成の趣旨 

 
日本が「国連持続可能な開発のための教育（Education for Sustainable 

Development: ESD）のための 10 年」を世界に提唱してから 10 年以上が経過しまし

た。この間、日本における ESD の推進拠点であるユネスコスクールの数は飛躍的に

増加し、今では世界で最も多い 1,034 校が加盟しています（2017 年 12 月現在）。ま

た、2014 年 11 月には、日本政府とユネスコの共催により、愛知県名古屋市及び岡山

市において「持続可能な開発のための教育（ESD）に関するユネスコ世界会議」が、

世界 153 ヶ国から 3,000 名以上の参加者を得て開催されるなど、ESD の推進に向け

ての大きな盛り上がりが見られました。本会議では、国連 ESD の 10 年以降の ESD

の実施にあたり、グローバルアクションプログラム（GAP）に各国が取り組むこととなり

ました。 

 

【ESD に関するユネスコ世界会議】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ESD フェスタ２０１４ in 東京」の様子 

閣僚級会合及び全体取りまとめ会合 

（愛知県名古屋市） 

ユネスコスクール世界大会 

（岡山県岡山市） 
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その一方で、まだまだ ESD が学校現場に浸透していないという意見も聞かれま

す。これを受けて、2015 年８月にとりまとめられた日本ユネスコ国内委員会教育小委

員会 ESD 特別分科会報告書「持続可能な開発のための教育（ESD）の更なる推進に

向けて」では、以下のとおり提言しています。 

 

・ESD を各教科、総合的な学習の時間等において具体的にどのように実践す

ればよいのかや、その準備の進め方等のイメージを示す「ESD 実践の手引（仮

称）」を作成することが必要である。 

・都道府県等教育委員会や大学等の研究機関に対し、「ESD 実践の手引（仮

称）」について周知するとともに、関連の研修等において活用してもらえるよう、

働きかけをすることが望まれる。 

 

この提言を受けて、文部科学省国際統括官付では、学校現場において ESD が浸

透していくことを目標に、まずは、ESD を学校現場に普及していく立場である教育委

員会及び教育センターで ESD に関する研修を企画・実施する担当指導主事の方々

や学校全体としての取組を進める管理職の先生方等を主な対象として、ESD 推進の

手引を作成することとしました。本手引は、ESD の取組や指導方法について初めて

学ぶ先生方に対して、ESD の大切さや、学校での ESD の具体的な実践方法等を伝

える研修や学校全体の取組を進めるために必要な内容を盛り込み、2016 年 3 月に

作成した「ＥＳＤ推進の手引（初版）」について、2018 年 5 月に持続可能な開発目標

（SDGs）や、新しい学習指導要領、ユネスコにおけるユネスコスクール制度改革など

を踏まえ、内容を一部改訂したものです。 

 

この手引は、ESD について初めて学ぶ方もその重要性を理解し、授業に取り入れ

ていくことができるよう、ポイントを簡潔にまとめるとともに、ＱＡ形式での基礎的な事

項を端的にまとめてあります。この手引を参考として、一つでも多くの学校において

ESD に取り組んでいただくことを願っています。 
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―ESD の推進が求められる背景― 

 

 

■ ESD を通じた地球規模の問題の解決 

 

ESD は、Education for Sustainable Development の頭文字をとったもので、日本語

では「持続可能な開発のための教育」と訳されています。 

 

「持続可能な開発」は、1987 年にブルントラント・ノルウェー首相を委員長とする、

国連に設置された「環境と開発に関する世界委員会」が公表した報告書「Our 

Common Future」における「将来の世代の欲求を満たしつつ、現在の世代の欲求も

満足させるような開発」という定義が知られています。 

 

このような社会を実現するために学校では、どのような学びが必要なのでしょう

か。 

 

現在、我々をとりまく問題は、以前にも増して専門的になっており、複雑化・多様化

しています。また、グローバル化の進展にともなって、解決にあたっては国境を越え

ての協力・協調が不可欠となっています。さらに、地球規模で起きている環境問題の

中には、我々の生命はもちろんのこと、地球環境または地球の自然環境の存続自体

を脅かしているものもあるというデータがあります。 

 

例えば、地球温暖化について、アメリカ海洋大気局（NOAA）が発表した世界の気

候に関する年次報告書「2016 年の気候の状態（State of the Climate in 2016）」によ

れば、2016 年の世界の気温が観測史上最も高かったり、地球温暖化の要因とされる

大気中の二酸化炭素の平均濃度が、記録を始めた過去 58 年間の中で、最大の増

加幅となったりというようなデータがあり、地球にとって極めて喫緊の課題となってい

ることが浮き彫りとなっています。これに対して、国連気候変動枠組条約に基づき、

世界各国が温室効果ガスの排出量の削減に取り組んでいます。 

 

このような地球規模の課題があり、それが年々深刻化していく厳しい世界に生きて

いる子供たちに対しては、知識を一方的に教え込むだけの教育を続けていても課題

解決に必要な資質・能力を十分に育成することはできません。子供たちにどのような

資質・能力が求められているのか、その育成に、どのような教育の在り方が必要なの

かを共に考え、実践を通して共有していく教育改革の営みそのものが ESD の原点で

す。これを実践するには、環境の側面だけでなく、経済的、または社会的な側面から

アプローチするとともに、あらゆる分野の知識を動員する必要があり、かつ国際的な

連携が必要である、こうしたことを、「教育」を通じて子供たちだけでなく、より多くの人

々に伝えていく必要があります。 
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■ ESD：持続可能な社会の担い手を育てる教育 

 

地球規模の課題だけでなく、地域の環境問題も、環境の側面だけに目を向けてい

ては解決が進みません。ESD では、環境、社会、経済、文化の関係性を考慮した総

合的な取組が必要とされています。持続可能な社会構築の重要性をどのように子供

たちが学ぶかについては、国や地域の状況や発達段階によっても異なるため、工夫

が必要です。例えば小学校段階においては、地域で見つけた変化を国際的な課題

に結び付けることもできるでしょうし、中学校段階以降では、ニュースで見る事柄を身

近な課題とつなげるというアプローチも考えられます。 

 

「我が国における「持続可能な開発のための教育（ESD）に関するグローバル・アク

ション・プログラム」実施計画（ESD 国内実施計画）」（2016 年３月 10 日決定、持続可

能な開発のための教育に関する関係省庁連絡会議）では、ESD について、「人類が

将来の世代にわたり恵み豊かな生活を確保できるよう、気候変動、生物多様性の喪

失、資源の枯渇、貧困の拡大等、人類の開発活動に起因する現代社会における様

々な問題を、各人が自らの問題として主体的に捉え、身近なところから取り組むこと

で、それらの問題の解決につながる新たな価値観や行動等の変容をもたらし、もって

持続可能な社会を実現していくことを目指して行う学習・教育活動」としています。言

い換えると、ESD は、地球上で起きている様々な問題が、遠い世界で起きていること

ではなく、自分の生活に関係していることを意識付けることに力点をおくものです。地

球規模の持続可能性に関わる問題は、地域社会の問題にもつながっています。だか

らこそ、身近なところから行動を開始し、学びを実生活や社会の変容へとつなげるこ

とが ESD の本質です。 

 

また、学び方・教え方としては、児童・生徒の主体的な学びも重要です。一斉授業

だけではなく、グループ活動などの協働的な活動や、体験的な活動などを取り入れ

ることを通して、児童生徒の主体的な学びを引き出す工夫が求められます。このこと

が ESD に学びを変革する力があると言われる所以です。 

 

持続可能な社会をつくるために必要なアプローチは、地域の持つ社会的・文化的

背景や、対象となる児童・生徒の発達段階によっても異なります。重要なことは、地

球上で起きている様々な課題を解決することの重要性について、児童・生徒が認識

し、主体的・協働的に学び、行動するために必要な資質・能力を育むことです。そし

て、環境に優しい生活スタイルに変容したり、社会がより環境保全・保護を重視する

よう変容したりすることが大きな目標となっているのです。ESD によって環境への思

いやり、人への思いやり、そして社会への思いやりを育てることが重要です。 

 

 

■世界でも注目の ESD 

 

2015 年９月にアメリカ合衆国・ニューヨークで実施された国連サミットにおいて、150
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ヶ国以上の首脳の参加により「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択さ

れ、ここに「持続可能な開発目標(SDGs)」が掲げられました。これは、発展途上国の

みならず先進国自身も取り組む 2016 年から 2030 年までの国際目標で、貧困や飢

餓、エネルギー、気候変動、平和的社会など、持続可能な世界を実現するための１７

の目標と１６９のターゲットからなり、このうち目標４は、「質の高い教育の提供」に関

するものです。 

 

この目標４に、ESD は示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで国連では、極度の貧困と飢餓の撲滅など、2015 年までに達成すべき 8 つ

の目標をミレニアム開発目標（MDGs）として掲げ、取組を行ってきました。その中で、

教育については、目標２に初等教育の完全普及の達成がかかげられていました。そ

の MDGs の後継として今回採択された SDGs では、教育へのアクセスだけでなく、教

育の質の向上にも重点を置いています。 

 

また、SDGs 全体では、それぞれの目標が独立したものではなく、相互に関係し、

時には相反する価値を追求することもあります。そのような中で教育もまた、独立し

た目標ではなく、むしろ、「教育が全ての SDGs の基礎」であり、「全ての SDGs が教育

に期待」している、とも言われています。特に、ESDは持続可能な社会の担い手づくり

を通じて、１７全ての目標の達成に貢献するものです。２０１７年１２月の国連総会決

議では、ESD が「質の高い教育に関する持続可能な開発目標に不可欠な要素であ

り、その他の全ての持続可能な開発目標の実現の鍵」であることが確認されました。 

 

4.7 2030 年までに、持続可能な開発のための教育及び持続可能なライフス

タイル、人権、男女の平等、平和の文化及び非暴力の推進、グローバル・シ

チズンシップ、文化多様性と文化の持続可能な開発への貢献の理解の教

育を通して、全ての学習者が、持続可能な開発を促進するために必要な知

識及び技能を習得できるようにする。 
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ESD は教育の質の向上に貢献するとともに、今後の教育を方向付ける概念であ

り、国連 ESD の 10 年を提唱した日本としても、一層の推進が求められています。 

 

 このように、ESD の推進は、世界各国の未来への約束です。国連 ESD の 10 年の

提唱国である日本の学校現場で ESD の実践を進めることは、日本が世界の教育を

先導することにもつながります。ESD を通じて、日頃の学校現場での取組を、SDGs

の達成、そして持続可能な社会の構築につなげていきましょう。 

 

 

■新しい学習指導要領等の全体の基盤となる理念である ESD  

 

2016 年 12 月に発表された中央教育審議会の答申「幼稚園、小学校、中学校、高

等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について」に

は、「持続可能な開発のための教育（ESD）は次期学習指導要領改訂の全体におい

て基盤となる理念である」とあります。答申に基づき改訂され、2017 年 3 月に公示さ

れた幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領においては、前文及び総則に、「持

続可能な社会の創り手」の育成が掲げられており、各教科等においても、関連する

内容が盛り込まれました。 

 

 

日本ユネスコ国内委員会では、今回の改訂で、持続可能な社会の担い手を創る

教育である ESD が、新学習指導要領全体において基盤となる理念として組み込まれ

たと理解しています。 

 

また、新しい学習指導要領では、「生きる力」をより具体化し、教育課程全体を通し

て育成を目指す資質・能力として、以下の３つの柱に整理しています。 

 「何を理解しているか、何ができるか（生きて働く「知識及び技能」の習得）」 

 「理解していること・できることをどう使うか（未知の状況にも対応できる「思考

力、判断力、表現力等」の育成）」 
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 「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学びを人生や社会に

生かそうとする「学びに向かう力、人間性等」の涵養）」 

そして、これらの、これからの時代に求められる資質・能力を身に付け、生涯にわ

たって能動的に学び続けることができるようにするために、「主体的・対話的で深い

学び」の視点からの授業改善を推進することが求められています。 

 

ESD の視点に基づき、これまで取り組まれてきた実践は、この新しい学習指導要

領で育成を目指すこととされた資質・能力の育成やそのための授業改善にも貢献し

うるものです。 

 

この新しい学習指導要領に基づいて、全国の学校で、教育課程全体で持続可能

な社会の構築に向けた教育が行われていくわけですが、これを効果的に行うために

は、学校全体として、計画的に実践することが必要です。地域や外部機関、あるいは

海外の機関や国際的なネットワークと連携して総合的かつ体系的に構築する、その

ような、ESD にかかわるカリキュラムの編成プロセスは、「カリキュラム・マネジメント」

の具体的な実践にもつながるものです。 
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■ESD によって育む能力・態度  

 

ESD の視点に立った学習活動を行うためには、国立教育政策研究所が提示した

次の 6 つの構成概念（例）も参考とし、自分が行っている授業が、これらの構成概念

のうちでどの概念の理解を深めるものとなっているかを考えることが、ESD を実践し

ていく上で手がかりになります。 

 

【前文】 

これからの学校には，こうした教育の目的及び目標の達成を目指しつつ，一

人一人の児童（生徒）が，自分のよさや可能性を認識するとともに，あらゆる他

者を価値のある存在として尊重し, 多様な人々と協働しながら様々な社会的変

化を乗り越え,豊かな人生を切り拓き，持続可能な社会の創り手となることができ

るようにすることが求められる。このために必要な教育の在り方を具体化するの

が，各学校において教育の内容等を組織的かつ計画的に組み立てた教育課程

である。 

教育課程を通して，これからの時代に求められる教育を実現していくために

は，よりよい学校教育を通してよりよい社会を創るという理念を学校と社会とが

共有し，それぞれの学校において，必要な学習内容をどのように学び，どのよう

な資質・能力を身に付けられるようにするのかを教育課程において明確にしなが

ら，社会との連携及び協働によりその実現を図っていくという，社会に開かれた

教育課程の実現が重要となる。 

 

【第１章 総則】 

第１ 小学校（中学校）教育の基本と教育課程の役割 

３ ２の（１）から（３）までに掲げる事項の実現を図り，豊かな創造性を備え持続

可能な社会の創り手となることが期待される児童（生徒）に，生きる力を育むこと

を目指すに当たっては，学校教育全体並びに各教科，道徳科，…総合的な学習

の時間及び特別活動…の指導を通して，どのような資質・能力の育成を目指す

のかを明確にしながら，教育活動の充実を図るものとする。 

その際，児童（生徒）の発達の段階や特性等を踏まえつつ，次に掲げることが偏

りなく実現できるようにするものとする。  

(1) 知識及び技能が習得されるようにすること。  

(2) 思考力，判断力，表現力等を育成すること。  

(3) 学びに向かう力，人間性等を涵養すること。 

 

小中学校新学習指導要領 抜粋（2017 年３月公示） 
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ESD では、持続可能な社会構築のための実践を目標の一つとしていますが、学校

において、その目標を達成するためには、具体的にはどのような能力・態度を育成す

る必要があるのでしょうか。一つの参考として、国立教育政策研究所の「学校におけ

る持続可能な開発のための教育（ESD）に関する研究［最終報告書］」（2012 年３月）

において例示されている「持続可能な社会づくりの構成概念」（例）及び「ESD の視点

に立った学習指導で重視する能力・態度」（例）も参考にしながら、各学校で決めるこ

とが大切です。 

 

そこで提示された７つの能力・態度（例）を参考に、地域の実情や児童・生徒の発

達段階に応じて、取捨選択したり、アレンジを加えたりしていくことが最初のステップ

として有効です。例えば、以下の能力・態度（例）を踏まえ、ESD のねらいを分かりや

すくするために、①問題解決能力②協力する態度③意欲的に活動する、の３点に絞

っている学校もあります。 

 

 

 

 

■現在の教育課題に対応し、その解決に貢献する ESD 

 

社会や経済の変化に伴って子供や家庭、地域社会にも影響を

与えており、学校が抱える課題は、生徒指導上の諸課題や障害

により特別な支援を要する児童生徒の増加、日本語指導が必要

な外国人生徒の増加など、より複雑化・多様化しています。先生

方はその対応に追われながらも、解決に向けて不断の努力を積

み重ねています。これまで ESD に取り組んできた学校からは、

—持続可能な社会づくりの構成概念（例）— 

Ⅰ 多様性（いろいろある） Ⅳ 公平性（一人一人大切に） 

Ⅱ 相互性（関わり合っている） Ⅴ 連携性（力を合わせて） 

Ⅲ 有限性（限りがある）  Ⅵ 責任性（責任を持って） 

—ESD の視点に立った学習指導で重視する能力・態度（例）— 

① 批判的に考える力   

② 未来像を予測して計画を立てる力 

③ 多面的・総合的に考える力  

④ コミュニケーションを行う力 

⑤ 他者と協力する力   

⑥ つながりを尊重する態度 

⑦ 進んで参加する態度 
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ESD が、児童生徒の心の発達や自己肯定感の醸成に寄与することや、主体的・協働

的に学ぶ力を高めること、学校と地域との連携を促進することなどに大きく役立った

という報告が寄せられています。このように ESD を、教育課題の解決や教育改革の

方向性及び方策の１つとしてとらえることも重要な視点です。  

 

以上のような、様々な観点を踏まえ、学校現場における学習活動を整理することも

重要です。以降では、具体的な事例を基にして説明していきます。 
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―優良事例を手がかりとした、各学校におけるESDの取組に対

する指導助言上のポイント― 

 

 ESD の具体的な実践については、各地域や各学校の実情に応じて取り組まれるべ

きものですが、ESD を実践する上で留意すべきポイントは共通しています。ここでは、

ESD の取組として典型的な地球環境問題の解決の中で、「3R（リデュース・リユース・

リサイクル）」に関する授業を一つの例にとり、ESD を実践していく上で重要と考える

点について記載しています。なお、これはあくまで ESD をわかりやすく伝えるための

一例であり、各地域や学校の実情に応じて、これとは全く異なるテーマの設定も考え

られます。 

 

また、ESD についてのわかりやすい解説を優先するため、小学校高学年に対する

授業を例にとっていますが、小学校低学年以下の児童、または中学校以上の生徒に

対して ESD を実践していく上での留意点についても、その都度記載しています。 

 

ESDを実践する際には、何のために何を学ぶのかだけでなく、どのように学ぶかが

重要です。これには、常に振り返りを行い、ESD が単なる体験活動や地域住民の協

力を得た活動だけで終わっていないかどうかを十分に確認しながら実践することが

求められます。 

 

 

○ 何のために何を学ぶのか 

 

持続可能な社会の構築を念頭に、環境や人権、国際理解等の ESD 推進に重要な

視点を踏まえて学び、持続可能な社会の形成のための価値観を育成し取組意欲を

育てるとともに、ESD を実践するための思考力・判断力・発信力などを育成する。 

 

○ どのように学ぶのか 

 

「主体的・対話的で深い学び」の視点から、不断の学習・指導方法を改善すること

が重要。問題解決的な学習を適切に位置付けるなど、探究的な学習過程を重視し、

学習者を中心とした主体的な学びの機会を充実する。すなわち、体験や活動を取り

入れるだけでなく、学習過程のどの部分にどのように位置付けたら効果的かを十分

に吟味する。グループ活動を取り入れ、話し合い、協力して調査やまとめ、発表を行

い、協働的な学びとする。 

 

○ 何ができるようになるのか 
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知識・理解に留まらず、学びを活かし、様々な問題を「自分の問題」として行動する

「実践する力の育成」を目指す。また、「持続可能な社会の構築」という観点を意識す

ることにより、児童・生徒の価値観の変容を引き出すことができる。 

 

○ どのように取り組むのか 

 

ESD を効果的に推進するためには、ESD の実施を学校経営方針に位置付け、校

内組織を整備して学校全体として組織的に取り組むこと、ESD を適切に指導計画に

位置付けること、地域や大学・企業との連携の視点を取り入れること、児童・生徒に

よる発信と学習成果の振り返りを適切に行うことなどが重要です。 
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STEP 1. 校長の学校経営方針と ESD の目標   

 ポイント① 校長（管理職）や教育委員会がリーダーシップを発揮する 

これまで学校における ESD の推進は、意欲のある教員の強いリーダーシップによ

り、各学校で実践されてきたケースが多いという傾向がありました。 

その一方で、ESD 特別分科会報告書でも記載されている通り、その教員の異動等

により取組が継続されず、「ESD が学校内で組織的に実施されていない」といった指

摘があります。 

前述の通り、地球規模の課題が深刻化する中、持続可能な社会の形成に向け

て、子供たちにどのような資質・能力が必要なのか、どのような学習活動が効果的な

のかという視点は、全ての学校で重要であり、ESD の推進をいかに組織的に行うか

が課題となっています。 

教育委員会が主導して ESD を実施している例がありますが、ここでは、校長のリー

ダーシップにより実施された例を挙げています。組織的に ESD を実施するためには、

校長の学校経営方針に ESD を示すことが欠かせません。学校全体で取り組むことで

効果が高まり、継続します。校長を中心に、全教職員で協力し、総合的な学習を中心

 

○ ①校長より、ESD の意義とともに、本年度から、学校全体で ESD の視点を踏

まえた授業を行う方針がその進め方とともに示され、まずは各学年主任を中心

に、どういった授業が ESD の実践となるかについて話し合いがもたれた。 

 

○ まず、②「持続可能な社会」とは何かについて、学区の状況も踏まえつつ、教

員間で意見交換を行った。本校学区は、工業地帯である地域に立地しているこ

ともあり、自治体も環境対策を町の優先課題として取り上げている。また、学校

としても従来からゴミの分別について取り組んでおり、児童の意識も高い。ま

た、その一方で、習慣となっているがために、実際にゴミの分別がどのように生

活に影響を与えるかまでは意識が進んでいないのではないか、義務的になっ

ていて、小学校卒業後も自分から進んでこうした活動を行う児童が少ないので

はないかとの指摘があった。 

 

○  これを受けて、４年生では、今年度は「3R（リデュース・リユース・リサイクル）」

をテーマとして、１年間、ESD に取り組むこととした。その中で児童に対しては、

既存の環境対策がどのように有効に働いているか、あるいは有効に働いてい

ない部分はないかを批判的に考え、必要に応じて解決策を検討した上で、地

域も含めた幅広い関係者との協力を得て、自分のアイディアを他者に伝えると

いう、③批判的に考える力・未来像を予測して計画を立てる力・他者と協力す

る力・コミュニケーションを行う力といった能力を養うことを目標とすることとし

た。実際の授業では、主に総合的な学習の時間を活用し、④児童の発想と話

し合いを中心とした、主体的で協働的な活動を進めることとした。 
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にしつつ各教科等を横断して、新しい時代に必要となる資質・能力を育成するための

学校独自のカリキュラムをデザインし、ESD に取り組むことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント② 各学校・地域の実情に応じたテーマを設定する 

ESD は、「持続可能な社会の構築」がその最終目的にありますが、目的の達成に

向けてのアプローチは、様々であってよいというのが ESD の考え方です。本手引で

は、地域における優先課題、これまでの学校の取組や、地球環境問題の解決が持

続可能な社会の構築につながるという意見を踏まえて、事例を選択しました。ここで

重要なことは、教員間で、その学校・地域における「持続可能な社会」とは何かにつ

いて議論をし、共有を図ったことです。議論の結果、地域の実情を踏まえると、地球

環境問題よりも優先すべき課題があるという結論もあり得ます。また、地球環境問題

と他の課題を併せて学習する必要があるという結論もあり得るでしょう。また、次頁に

記す例のように、地域が持続するためには災害に強くなることこそが重要であると考

える場合や、地域の文化的遺産を尊重することで身近な地域への関心が高まり、愛

着が生まれることで、持続可能な社会を構築することにつながるということも考えられ

ます。それらの例も参考にしながら、児童・生徒が学ぶべき最も重要な課題が何か

を、教員間で共有してください。そのようにして設定され、共有されたテーマに基づ

き、STEP２のポイント①にあるように、教科横断的な取組を行うことが重要です。 

コラム２：あえて「ESD」という言葉を使用しないで、教員間の自主的な

気づきから ESD の推進を行っていく例 

ある校長は、現場に多忙感や負担感を増やさせないためにも、着任した当初

は ESD とも何も言わずに時間をかけて教員が自主的に気づくように促しま

した。従来その学校では、理科や社会を中心とした授業で問題解決学習を行

っていたので、校長はその取組を励ましながら支援していました。取り組ん

でいくうちに、問題解決学習は課題をつかむことが重要であるため、教科横

断型で展開するといいのではないかということになり、総合的な学習の時間

へシフトを変えたところ、研究主任から「今やっていることこそが ESD なの

ではないか」という気づきがあり、校長を含めて ESD に関する意見交換を行

いました。その後、この学校では教員が ESD を理解し、共通した理解と実践

のもと、全校で ESD を充実させています。 

コラム１：市町村単位で ESD を実施している例（大牟田市） 

福岡県大牟田市では平成 23 年度（201１年）に市内全ての小・中・特別

支援学校がユネスコスクールに加盟し、「ユネスコスクールのまち おおむ

た」として各学校で ESD を推進してきました。近年では、市長を本部長、教

育長を副本部長とする全市的な大牟田市 ESD 推進本部の設置や、市内の全て

の教職員のための「ESD 実践の手引き」の作成など、全市を挙げて ESD に

取り組んでいます。また、取組みを継承していくため、１月１７日を大牟田

市ユネスコスクールの日に制定しています。 
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 なお、持続可能な社会について考える際に、前述の、国立教育政策研究所が示し

た構成要素を踏まえて、ESD との関連性を考えることが重要です。今回の事例は、

主にⅠ多様性の尊重、Ⅲ有限性の理解、Ⅵ責任性の認識の深化に関連する ESD の

事例です。 

 

 

コラム１：防災教育に力点をおいた ESD  

宮城県気仙沼市では、市内の幼稚園、小・中学校、高校が加盟するユネスコ

スクールと国連大学 RCE を活用した十数年にわたる ESD の実践を基盤に、未

曾有と言われる東日本大震災の教訓を生かして、ESD を基本理念とした防災・

復興教育に取り組んでいます。市教育委員会は ESD の視点から「防災学習シ

ート」を開発し、全校に配布して学校と地域が連携して震災からの持続可能な

社会の構築（復興）を目指した組織的かつ体系的な防災・復興教育を展開して

います。同市立階上中学校では、大震災による津波被害の経験を踏まえ、自ら

の命を守り、地域の防災に貢献できる生徒の育成を目指して、「自助」「自助

を基盤とした共助」「自助を基盤とした公助」の３つのテーマに分け、年度ご

とに各テーマを繰り返しながら全学年で取り組んでいます。また、生徒たちが

各自の役割を果たしながら地域の自治体と連携した合同避難訓練や避難所設営

訓練の実施や、学習の成果を地域に発信する発表会を開催しています。 

 

 

 

コラム２：世界遺産教育に力点をおいた ESD 

奈良県奈良市では、ESD の視点を取り入れた世界遺産学習を行っており、

小学校５年生から中学校３年までを対象にした副読本「奈良大好き世界遺産学

習」を制作・発行しています。奈良市立済美小学校では、世界遺産学習を教育

課程に位置付け、地域に残る「人・こと・もの」を題材として、低学年より系

統的な学習を積み重ねています。低学年ではまち探検を通じた学習、中学年で

は四季を通じた奈良公園の自然観察や地域に貢献した人物の調査、高学年では

ICT 機器を活用したグラフや表の作成により地域の課題を見出し、地域の方を

ゲストティーチャーとして招いた特別授業や、地域の方や観光客等にアンケー

トを実施して景観保護を切り口に奈良の未来を考える学習活動を行っており、

特に高学年では毎年新たな教材を開発しながら取り組んでいます。 

 

 

ポイント③ ESD を通じて養われる能力・態度を設定する 

ESD に関するグローバル・アクション・プログラム（GAP）の中で、ESD は持続可能

な開発に関する知識・技能の習得に加えて、価値観や態度を養うものとされていま

す。また ESD は、持続可能な社会の構築に向けて、現状の課題を認識するとともに

その解決を図ることでもあるため、問題解決能力や、それに向けて多様な意見に耳

を傾けるとともに、多面的、客観的な視点を持って考察する力（批判的思考力）など
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の育成が必要とされています。ESD を通じて、その習得を体系的に行うことが可能で

す。ESD の効果について説明する際には、ESD を通じてそこで育まれる能力や態度

を特定し、言及することが極めて重要です。その際、国立教育政策研究所が示した７

つの能力・態度（例）については既に例示しましたが、ここで挙げられているものに限

定せず、例えば、「創造力」などの新たな能力・態度や、従来の整理を再構築するな

どし、各学校の実情に応じて設定していくことも考えられます。このことによって新学

習指導要領で「どのような資質・能力を身に付けられるようにするのかを教育課程に

おいて明確にする」と述べていることを実現できると考えられます。 

 

ポイント④ 児童・生徒の主体的・協働的な学びを実践する 

 「国連持続可能な開発のための教育の 10 年」実施計画では、学び方・教え方につ

いて次のように示しています。 

・関心の喚起→理解の深化→参加する態度や問題解決能力の育成を通じて

「具体的な行動」を促すという一連の流れの中に位置づけること 

・体験、体感を重視して、探究や実践を重視する参加型アプローチとすること 

・学習者の参加する態度や問題解決能力を育み、参加する機会の提供にも努

めること 

・このような学び方、教え方を実践するためには、参加体験型の学習方法や合

意形成及び問題解決型の学習の手法を活用すること 

・教育や学習の現場では、学ぶ側の意見を取り込みつつ、進めること。教育や

学習の対象者すべてに一斉に同じ方法をとるのではなく、可能な限り一対一

の対話を重視して行うよう努めること 

指導者は、活動の場で学習者の自発的な行動を上手に引き出す「ファシリテート」

の働きを重視することが大切です。 
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STEP 2. 学習計画（及び指導案）の作成と実践 

 

 

ポイント① ESD を教科等横断的に実施する 

ESD における学びには、各教科それぞれでの学びはもちろんのこと、あらゆる学び

を通じた知識や技能等を統合していくことが重要です。 

教科等横断的な学びという点では、総合的な学習の時間を活用する方法も有効で

す。しかし、ESD は総合的な学習の時間のみ実施するものではありません。どの教

科においても、持続可能な社会の構築に関わる内容を扱うことが ESD の学びを深め

るために必要なことです。その上で、重要なことは、教科等横断的な授業を行う際に

は、問題解決に向けての考えを深め、地域や日常生活に存在する具体的な課題と

つなげて考え、身近なものとして捉えて行動までつなげるという、ESD の視点に立っ

た教育を行うことです。 

 

○ ４年生における ESD のテーマを「３Ｒ」と決めたことを受けて、実際に児童への

指導を行うに際して、どういった形で行うかが話し合われた。 

 

○ ３Ｒの実施に向けては、問題の把握と、その解決策の考案の２つに分けて対

応することが効果的ではないかとの意見があった。このうち問題の把握にあた

っては、①社会及び理科の授業で扱うことが適当であるとの意見があり、５年

生の社会においては、学習指導要領の中で我が国の国土の自然などの様子

について、「ウ 公害から国民の健康や生活環境を守ることの大切さ」で扱うこ

とができるとの意見があった。理科については、電磁石が資源ゴミの分別に使

われていたり、生命・地球の中で「植物の発芽、成長、結実」の一環で生物の

多様性について触れたり、「天気の変化」の中で気候変動の問題について扱う

ことができるとの意見があった。 

 

○  一方で、解決策の考案については、各教科等での学習内容を踏まえて、児

童の間での議論を促すとともに、関係する施設見学、地域の関係者へのインタ

ビューやインターネットを活用しての調べ学習等、主体的な学習に当てる時間

を別途設定し、検討することが有効との意見があり、総合的な学習の時間を活

用する方法が提案された。 

 

○  なお、地球規模の課題について扱うため、②外国語の指導と関連して実施

することも考えられるとの意見があった。 

 

○  以上を踏まえ、年間を通して総合的な学習の時間のテーマを「３Ｒ」とするこ

ととし、③それに合わせて理科や社会の年間授業計画を策定することとなっ

た。 
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また、ある教科等で学んだ内容を別の教科等で学習スキルとして活用することは、

児童・生徒の学習への有効感を高めることにもつながり得ます。 

 

ポイント② ESD を通じて国際理解教育を行う 

ESD のテーマとして地球規模の問題を扱う場合、問題が国境を越えて展開されて

いることが考えられます。このことから ESD の学びは、世界各国が抱えているそれぞ

れの課題について学ぶことと関わりがあります。発達段階を考慮して児童・生徒に対

して ESD を実践する場合、問題解決にあたって国際的な連携が必要であることを児

童・生徒が認識した上で、外国の様子や考え方を調べたり、外国人にインタビューし

たりすることなどができます。更に発展して外国語を活用し、メールやテレビ会議シス

テム等によって、海外の学校との交流を行うことも有効です。いずれにしても、国際

交流ありきではなく、児童・生徒の関心が国際交流に向かうように指導者が促し、視

点を持った国際交流を行うことが大切です。 

文部科学省国際統括官付では、諸外国のユネスコスクールとの交流を促進する

ため、各国のナショナルコーディネーターと調整を行うことも可能です。また、ユネス

コが導入したオンラインツールシステム（OTA）では、世界のユネスコスクールと直接

的な交流が可能です。 

 

コラム：ESD で国際理解教育を行っている事例 

兵庫県神戸市立葺合高等学校では、総合的な学習の時間や英語の授業を中心

に、ESD に関するグローバル・アクション・プログラム（GAP）に示されて

いる原則の一つである統合（持続可能な開発に関係する「社会」「環境」「経

済」の三つの側面を統合的に取り扱っていること）の視点から、生徒自らが世

界遺産、自然災害、気候変動、防災等について調べ、グループ単位で英語によ

るプレゼンテーションを実施しています。その上で、海外の学校とビデオ会議

等のコラボレーションを行い、お互いに気づいた点の共有や相手国と自国との

比較、意見交換を通じて自らの学習にフィードバックしながら取り組んでいま

す。 

 

ポイント③ 教員の連携を図る 

ESD では、総合的な学習の時間を活用するなどして、教科等を横断して同一のテ

ーマで授業を展開することが有効ですが、教科等間の授業の進め方について調整を

図る必要があります。この調整についても、小学校と、教科担任制の中学校・高等学

校では大きく異なりますが、調整にあたっては、教員同士の連携が重要です。年間の

授業展開を全て ESD のコンセプトで構築する「ESD カレンダー」を活用して、指導内

容の共通理解を図ることも有効です。ESD の編成プロセスは、「カリキュラム・マネジ

メント」の具体的な実践にもつながるものです。 
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コラム：ESD カレンダーを活用した授業展開 

 東京都江東区立八名川小学校では、従来の ESD カレンダーに、「指導時数」

「単元のねらい」「主な学習活動」「地域人材との連携」を入れ、NEW!ESD

カレンダーの作成を行ったことで、教員の異動や学年の入れ替わりがあっても、

教育活動の継続性・発展性を保つことができるようになりました。 

 
  総合的な学習の時間 第６学年 指導計画 

４月   ５月   ６月   ７月   ８月   ９月   １０月   １１月   １２月   １月   ２月   ３月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単元名「江 戸・深 川の歴史を 調べ、 この町を語ろ う。」（ ２４時間） 

【ねらい】 
自分が生まれ育った地域の歴史や文化に目

を向け、地域に対する誇りや愛着を育て、日

本人としてのアイデンティティを育む。 

【学びに火をつける】 
○視聴覚教材や歴史小説家の牧さんの話をきっか

けに、自分が生まれ育った地域の歴史や文化に目

を向け、「自分たちも様々な切り口からこの町の

歴史や文化を語れるようになろう」という課題意

識を明確にする。  
【調べる】 
○「物流」「江戸の文化」「環境」「八名川の成り立

ち」等のテーマ毎にグループを作り、調べ・発表

の準備をする。 
【まとめる】 
○グループごとにプレゼンテーションを考えて、つ

くり、友だちに発表し、課題や工夫についてアド
バイスをもらい、練り直す。 

【つたえ合う】 
○調べたことをもとに、グループでまとめ、５年生

や家族・地域の方にポスターセッションで発表す

る。 

【地域人材・関係機関】 
○歴史小説家  牧秀彦先生 
○番所橋資料館 久染健夫先生 
○深川江戸資料館 八名川地域、森下地域 

「世界の平和って何？私たちにできることって何？」（ 26 時間） 

【ねらい】 
国際社会と日本の関係について調べ、これからの日本

のあり方について考えていく。 

【学びに火をつける】 
○新聞やニュース、写真、資料などから日本の国際交流

や国際協力の様子を知る。 
○平和な国際社会の実現に努力している国際連合の働き

に関心をもたせる。 
○ゲストティーチャーの話から世界の情勢を知る。 
【調べる】 
○平和な国際社会を目指して、日本が国際社会の中で重

要な役割を果たしていることについて調べる。 
【まとめる】 
○調べたことをもとにこれからの日本のありかたについ

て考える。 
【つたえ合う】 
○世界の国々の人々 とともに生きていくためには何が重

要なのか自分なりに考えたことを発表する。 

【地域人材・関係機関】 
○ＪＩＣＡ 
○DVD 資料（国際連合のはたらき） 

単元名「未来にはばたけ」（２３時間） 

【学びに火をつける】 
○今ある仕事が数年後にはなくなるという調

査結果をもとに、自分の将来の仕事について

考える。 
○ゲストティーチャーを招き、日本には世界に

誇れる技術があることを知る。 
【調べる】 
○自分が興味をもっている職業の分野につい

て、調査し、その分野に関する仮説を自ら立

て、実験、検証を行い、結果を出す。 
【まとめる】 
○結果をもとに、自分自身で仮説と照らし合わ

せ結論を出し、プレゼンテーションをつく

る。 
【つたえ合う】 
○八名川まつりで、他の学年や保護者、地域の

大人、来校者の方々にプレゼンテーションを

する。 

【地域人材・関係機関】 
○「ＯＴＡ」社長 太田寛治さん 
○「オリエンタルランド」松本浩一さん 
 

【ねらい】 
日本には世界に貢献できる優れた技術があることを学

び、他者と協力しながら様々 な活動を創り上げている
人々 の取り組みについて知る。 

 

 単元名「未来にはばたけ」（２０時間） 
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STEP 3. 学校運営 （ホールスクール（機関包括型）アプローチ

の展開） 

ポイント① 学校教育目標及び学校経営方針に ESD を位置付け 

 学校全体で ESD に取り組むことが、最も効果的で持続できることにつながります。

その中でも、学校教育目標及び学校経営方針に、ESD を明確に位置付けることは組

織としての学校の取組を方向付ける上で重要なことです。この目標や方針を受けて、

組織として ESD を推進する委員会や研究、そして実践がスタートするのです。ESD に

関心の高い教員にとって大きな後押しとなります。 

 

○ ３Ｒを学んだ児童は、③児童会活動を通じて、校内にリサイクル用のゴミ箱を

増やす活動を開始した。また、運動会や文化祭等の学校行事の中で、保護者

や地域住民に対してゴミの分別の重要性について発信することとなった。 

 

○  ④教職員の間でも、児童の活動を踏まえて、ゴミの分別に関する意識を啓

発する取組を進めるとともに、④事務職員、用務職員とも連携して、ゴミの分

別に必要な④設備の設置を進めることとした。児童の電力消費への関心が

高まっていることも受けて、長期的な太陽光発電の導入についても検討を行

うこととし、④市町村教育委員会事務局に提案することとした。 

 

○  これら児童の学習に関する取組や教職員間の取組について、学級だより、

学年だより、学校だよりや学校のウェブサイトを通じて⑤積極的に情報発信を

行うとともに、⑤学校評価の項目に加えることで、教職員・児童の自己評価

や、地域住民による学校関係者評価の対象とし、様々な意見を聞くことで今

後の改善に生かすこととした。 

 

○  学校全体として ESD を推進するため、①②校長の学校経営方針に ESD を

位置付け、校長をトップとする校内 ESD 推進企画委員会を設置し、各学年１

名の教員を委員として、毎月、学校として取り組むべき ESD のテーマや課題

について意見交換を行うこととした。 

 

○  児童が同年代の子供たちが同じような問題意識をもっているかについて関

心がでてきたことを踏まえ、⑥同じ中学校区の小学校教員等に連絡をとり、ゴ

ミの分別についての意見交換会や、地区のゴミ拾いに関する行事を合同で実

施する方向で調整を行うこととした。 

 

○  更に、校区の中学生にも声をかけ、小中連携（一貫）教育の視点に立ち、児

童会と生徒会で地域清掃を企画し、夏季休業期間に実施することとした。 
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ポイント② 組織として ESD を推進する 

 ステップ１で記載のあるとおり、ESDの組織的な実施は課題となっています。学校に

よっては、管理職であるなしに関わらず、ESD を教員個人でのみ進めている場合が

あり、教員の異動によって優れた取組が途絶えてしまう場合があります。ここでは、

ESD に関する委員会を校内に設置する例を挙げていますが、従来の類似した会議

体で ESD を扱うことや、会議体でなくても ESD 担当教員を校内で複数指定するという

方法も考えられます。学校組織として ESD を推進するために、工夫をすることが重要

です。 

 

コラム：組織的に ESD に取り組んでいる学校の例 

岡山県岡山市立津島小学校では、ESD 担当教員を設置していますが、担当教

員の異動を見据えて、ESD の分掌を引き継いでいこうという見通しが生まれま

した。ESD に関する分掌の人数が複数に定着し、校外においての地域との連携

活動や公民館の会議への出席などを分担する体制が確立しています。また、各

学年に ESD 担当がいて、全教員で共通理解し ESD に取り組むようになってい

ます。 

 また、福島県立安達高等学校では、管理職、各学年担当、教務担当、進路担

当からなるユネスコ委員会を構成して ESD に関する活動に取り組んでいます。 

 

ポイント③ ESD を教科外の学習で展開する 

 ESD は、教科等の学習としてのみ展開されるのではなく、教科外の学習でも展開す

ることができます。ここでは、総合的な学習の時間等での学習内容が児童会活動に

波及した例を示しています。これ以外にも、例えば、学区内の持続可能性プランの策

定を地域住民とともに行うなど、学校外に学習の取組を広げるアイディアは多数ある

と考えられます。以降のポイントで述べる点も含め、ユネスコでは、学校全体として

ESD に取り組むことを「ホールスクールアプローチ：Whole School Approach」と呼んで

います。 

 

ポイント④ ESD を通じて校内連携及び環境整備を行う 

 授業で ESD を行うにあたって、教員間の連携を図ることが重要であることは既に述

べたとおりですが、授業を越えて、校内で統一した ESD に関する目標に、教職員が

連携して取り組むことも、ESD の一環と考えられます。その際、教員のみならず、事

務職員、用務職員も含め教職員全員で、ESD の視点に立った学校運営を行うことが

理想です。また、各学校が重要と考える持続可能性に関するテーマを踏まえて、学

校の施設・設備を整備することも考えられます。ここでは地球環境問題に焦点を当て

た環境整備の例を挙げましたが、例えば、少子高齢化をテーマとした場合には、高

齢者と児童との交流の場を設けるといったこともアイディアとして考えられるでしょう。

学校全体を ESD でとらえたテーマで包括していくことで、学校運営と教育内容に一貫

性が生まれます。 
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コラム：エコスクール事業の例 

 

機関包括型アプローチでは、施設・設備を整備することも含まれ、エコ

スクールは、その例の一つであると言えます。エコスクールとは、環境を

考慮して整備された学校施設のことです。エコスクールの整備に際しては、

次の 3 つの点に留意することが必要とされています。 

 

エコスクールのイメージ 

 

 

文部科学省では、エコスクールとして整備する学校を認定するエコスクー

ル・プラスの実施など、関係省庁と連携しながら国庫補助を行っています。

エコスクール・プラスの詳細については以下の URL を参照ください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/ecoschool/detail/1289498.htm 
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ポイント⑤ 積極的に情報提供等を行う 

次のステップで説明する通り、ESD を実践するにあたって、地域住民との連携は重

要な要素です。そのためには、普段から地域住民を巻き込んだ学校運営を行うため

に、日常の学校の状況について広く情報を公開し、双方向の関係を築くことも重要で

す。学校の情報提供や学校評価の中に ESD に関する事項を含め、広く意見をいただ

き、その後の学校運営に反映することが考えられます。そのため、学校運営協議会

制度（当該制度を導入した学校を「コミュニティ・スクール」という。）の枠組みを活用し

たり、そこで議論された内容を踏まえて地域学校協働活動※としてESDを推進するこ

とも考えられます。こうしたことにより、学校が、地域住民との連携の元に、持続可能

な社会づくりを推進していくことが重要です。このことは新学習指導要領に示された

「社会に開かれた教育課程」を実現することにもなります。 

 

ポイント⑥ 他校と交流する 

 近隣地域の学校との連携を図ることは、学校ごとの持続可能性の捉え方を考える

中で、地域の類似性や特殊性を認識する良い機会になると考えられます。言い換え

れば、これまで同じ考え方を持つと思っていた同年代の児童・生徒がそうでないと気

づくことで多様なものの見方や考え方を学んだり、逆に同じ地域での類似した見方や

考え方に触れたりすることで地域への理解促進につながることも考えられます。 

 また、学校間で交流を行うことで、ESD で扱う同じテーマの下でコミュニケーション能

力や多様な考え方を養うことができます。 

 学校間交流を深めることは、教員間の交流を深めて情報交換をすることにもつなが

ります。 

 

※ 幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成長を支えると

ともに、学校を核とした地域づくりを目指して、地域と学校が相互にパートナーとして

連携・協働して行う様々な活動。 
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STEP 4. 地域や大学・企業との連携 

 
 

ポイント① 児童・生徒の主体的な学びへの理解を図る 

 ESD を継続したり、学校の取組を地域社会の問題につなげていくためには、地域の

関係者や大学・企業関係者など、学校外の関係者の協力を得ることが有益です。そ

の際、ESD が、児童・生徒が主体となる学びであることを、協力者の方々に認識して

もらうことが鍵となります。特に、知識やノウハウを提供することで児童・生徒に「特定

の答えを教える」ことよりも、児童・生徒自身が主体的に「多様な答えを探す」ことをゴ

ールにした授業を展開することが大切であり、このことを学校外部からの協力者に理

解してもらうことが重要です。その際には、教員の学習のコーディネート力が重要で

す。地域人材や専門家の言葉や知識・技能を児童・生徒に分かりやすくかみ砕いて

伝えたりする役割（トランスレーター）や、外部人材と児童・生徒の間の懸け橋となり、

主体的な学びを促し働きかける役割（ファシリテーター）が必要となります。 

 

ポイント② 自治体・地域の課題を把握する 

 ESD の推進が、身近なところから取り組むことに重点を置いている中、自治体や地

域でどういったことが課題であるかを把握することは重要です。また、教室での学び

が実生活にどう反映されているかを把握するためには、各自治体の担当部署や、地

域で活動を行う方々に対して、学校から協力を依頼することが考えられます。これを

通じて、学校としても地域の持続可能性に対する理解を深めることができ、児童・生

 

○ ゴミの分別の重要性について興味を持った児童は、②社会科見学でゴミ処理

場を訪れ、市の環境政策課の職員にインタビューを行った。また、地元の小売

店でどのような分別が行われているかについて、ＰＴＡを通じて②地域の商店

街を訪れ、調査を行った。 

 

○  ゴミ分別の重要性を認識したのち、その方法や効果についての関心が高ま

った児童は、③２）近隣の大学で環境政策を学んでいる学生に学校まで来て

もらい、講義をしてもらった。また、③３）理科教育の出前授業に取り組んでい

るメーカーＡ社に依頼し、総合的な学習の時間の中でゲストスピーカーとして

技術者を招いた。①その際、技術者が持ちうる知識やノウハウを児童に伝え

るのではなく、児童が自ら考える学びに重点をおいてほしいと伝えた。 

 

○  近隣の子供たちとの意見交換を経て、今度は世界の子供たちも同様の問題

意識をもっているか関心が強まった。これを受けて、ユネスコスクール事務局

に連絡し、⑤海外のユネスコスクールを紹介してもらった。校内の情報担当者

と調整し、現地とメールやテレビ会議システムでつなぎ、それぞれの地域の実

情について意見交換した。 
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徒は、ESD を通じて養われる能力・態度のうち、協働する力や多様なコミュニケーショ

ンを行う力を育むことができます。 

 

ポイント③ 学校外の機関と連携する 

１） ESD 活動支援センターの知見を活用する 

地域の関係者や大学・企業関係者など、学校外の関係者の協力を得るための第

一歩として、地域の ESD 活動支援センターの活用が考えられます。ESD 活動支援セ

ンターは、ESD 活動を支援するために環境省および文部科学省が設立したもので、

全国センターと８つの地方センターがあります。これらのセンターでは、ESD に関する

情報共有、活動支援、交流・連携の促進、人材育成などを行っています。皆さんの地

域でどのような団体が ESD に取り組んでいるか、良い連携先はないかなど、気軽に

お問合せ下さい。 
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２） 大学における教育研究活動と連携する 

 近隣に高等教育機関がある場合、ESD に関する研究を行う教員や学生に協力依

頼を行うことが考えられます。このことは、場合によっては、教員養成課程にいる学

生に実習の機会を与えることにもつながります。また、ESD の実践に関して、アドバイ

スや研修の実施などをサポートするユネスコスクール支援大学間ネットワーク

（ASPUnivNet）加盟大学が全国各地で活動しています。これらの大学と連携し、ESD

に関する専門的な知見を生かした学習を児童・生徒に提供することが可能です。 

 

※ASPUnivNet については P32 参照のこと 

 また、高等教育機関においては、地球規模の喫緊の課題解決に向けて、細分化し

た学問領域ごとに取り組むのではなく、学際的に自然科学と人文・社会科学の多様

な学問分野の知を統合して取り組むことを促すアプローチである「サステナビリティ・

サイエンス」の取組が行われている機関もあり、ESD の理解を深めるために、こうした

取組と連携することも考えられます。 

 

３） 企業等との CSR 活動と連携する 

 近年、CSR（企業の社会的責任）活動の一環として、教育機関との連携を行う企業

が増えつつあります。これら企業の活動分野は、ESD に関するテーマと関係性があ

ることも少なくありません。地球環境問題をテーマとする場合には、持続可能性に関

するテーマを扱う企業の出前授業が有効ですし、多様性や国際理解、国際協力をテ

ーマとする場合には、国際協力機構（JICA）と連携し、青年海外協力隊経験者等に

その知見を生かした授業を行ってもらうことも考えられます。 

 

    青年海外協力隊事務局問い合わせ先 

     TEL: 03-5226-9323  FAX: 03-5226-6379 

（参考） JICA 地球ひろば 先生のお役立ちサイト 
https://www.jica.go.jp/hiroba/teacher/index.html  

 

 企業との連絡調整を行う際には、教育委員会または学校単位で地域コーディネー

ターの役割を担う方が存在することが望ましいですが、難しい場合でも、校長や教頭

などの管理職や教務主任等が外部連携の役割を担うなど学校運営の工夫で解決で

きるケースもあります。 

 なお、2017 年 12 月に開催されたユネスコスクール全国大会に協力として参加した

企業を以下に記載しますので、企業との連携に際して参考にしてください。 

 

イオントップバリュ株式会社、ネスレ日本株式会社、株式会社ファーストリテイリング 

 

ポイント④ 組織的・継続的に地域と連携・協働する 

 ①～③で述べた取組については、幅広い地域住民の参画を得て、地域と学校がパ

ートナーとして連携・協働して子供たちを育む仕組みを活用して推進することが有効

です。具体的には学校運営協議会制度や地域学校協働活動を通じて地域や大学・
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企業との連携を図ることが考えられます。また、これらの仕組みを活用することで、ス

テップ１・ステップ３で課題として示されている、ESD の組織的・継続的な実施にも資

することが期待できます。 

 

ポイント⑤ 海外との交流活動を展開する 

 持続可能性に関わるテーマは、世界共通であることが多いと考えられます。このこ

とから、ESD の学びは、児童・生徒を国境を越えてつなぐことができます。この事例で

はゴミ問題を挙げていますが、水資源の保護や気候変動、平和教育や人権の尊重

などは、どの国や地域においても重要な課題です。こうした共通のテーマで子供たち

をつなぐことで、言語の壁を越えて交流することが可能です。 

国際的な交流を進める上での課題は、言語の問題や技術的な問題などの指摘が

あり、こうした課題を乗り越えるためには、英語でコミュニケーションのとれる人材の

確保や、メールやテレビ会議システムの整備などが重要です。 

なお、交流相手を見つけられないといった課題も指摘されていますが、こちらにつ

いては、日本ユネスコ国内委員会事務局（jpnatcom@mext.go.jp）において、世界各国

のユネスコスクール担当者のネットワークがあります。関心がある方は、上記メール

アドレスまでお問い合わせください。また、ユネスコが導入したオンラインツールシス

テム（OTA）を活用した海外との直接交流も可能になりました。加えて、ユネスコスク

ール公式ウェブサイト（巻末リンク集参照）の活用も有効ですのでご参照ください。 

なお、これまでユネスコスクール事務局運営を行ってきたユネスコ・アジア文化セ

ンター（ACCU）（http://www.accu.or.jp/jp/index.html）には、ユネスコスクールの交流

促進に関する知見が集積されています。ユネスコスクールを通じた国際交流を行うに

当たって情報収集をされる際に参考にしてください。 

  

コラム：ESD パスポートを活用した地域との連携 

日本ユネスコ協会連盟では、持続可能な社会作りのために身近にできるボラ

ンティア活動に参加することを目的とした「ユネスコ協会 ESD パスポート」

を各地で展開しています。ユネスコ協会の活動及びユネス

コ協会が中心となり、学校や地域の市民団体などによびか

けて提供するボランティア活動に参画することで、ESD パ

スポートに認定単位が証明され、ボランティア単位が基準

に達するとユネスコ協会から「活動認定証」が発行される

しくみです。ユネスコ協会は、ESD パスポートを使ったボ

ランティア体験による子どもたちの学びを共有する場とし

て年１回、ESD パスポート体験発表会を実施しています。

子どもたちが大人とともに地域の課題を主体的に捉え、解

決のために自ら考え、行動する機会となっています。 
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STEP 5. 発信と振り返り 

 
 

ポイント① 児童・生徒が主体となって学ぶ 

ESD の実践を行う上で重要な点は、児童・生徒が主体となる場面を設ける点で

す。ESD は、持続可能な社会の構築に資する知識・技能の習得に加えて、現代社会

の課題を自らのものとして捉える能力や態度が重要です。児童・生徒が自ら課題を

設定するプロセスの中で、何が大切で、何が課題なのかを考え、様々な意見に触れ

ることが重要です。更に、グループ活動を重視して協働的に実践していくことも必要

です。 

 

 

○ ３Ｒに取り組んだ結果、省エネ・省資源に関心を持った児童達は、社会及び

理科の授業で、電力問題についても調べた。学んだ知識や街頭でのインタビュ

ー、保護者への聞き取りを踏まえ、総合的な学習の時間において、４年生の児

童が３Ｒを通じた地球環境問題の解決について議論する時間を設けた。①児

童自身でテーマ設定をすることにした結果、あるグループは「コンビニエンスス

トアの夜間営業を禁止すべきか」というテーマで議論を行った。この結果、②あ

る児童は、電力削減の観点から夜間営業の禁止に賛成、別の生徒は、コンビ

ニエンスストアの便利さを考えると禁止まではやり過ぎ、また別の生徒は、冷蔵

庫の電源を抜くわけにはいかないので、夜間の営業禁止は効果が少ないとい

う意見を述べた。その後、班別の議論について、パソコンを使用して 1 枚の資

料にまとめ、クラス全体に発表を行った。 

 

○  別の授業においては、ある都市で、大気汚染への対策として、運転できる車

両をナンバープレートの奇数偶数別で日によって制限する条例が可決された

といった新聞記事について教員が紹介し、これについて議論を行った。③条例

に賛成という意見が大半を占める中、車の台数が減れば空気がきれいになる

とはかぎらないのではないかという意見があった。 

 

○  次の授業では、①④身近な環境のためにできることについて、解決策も含め

て各班で議論することとした。ある班は、⑤気候変動を食い止めるために二酸

化炭素排出量を削減することが重要で、それに向けてゴミの焼却量を減らす

ため、リサイクルを促進することが重要と述べた。そのために、ゴミの分別を

進めることが重要で、街中にある分別用ゴミ箱の数を増やすべきとの発表を

行った。 

 

○  ⑤毎回の活動ごとに、わかったことを数行で書いたり、活動の初めと最後で

感想を書いたりすることで、自己の学びを振り返った。 
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ポイント②③④⑤ ESD の実践に応じた児童・生徒の学習評価を行う 

ESD の実践について評価を行うにあたっては、問題解決能力を養う側面に焦点を

当てる必要があります。例えば、国立教育政策研究所が示している「ESD の視点に

立った学習指導で重視する能力・態度」（例）を参考にした場合、上記文中の②につ

いては、多面的・総合的に考える力の育成、③については、批判的に考える力の育

成、④については、未来像を予測して計画を立てる力の育成、⑤については、国際

的な問題を身近な課題に「つなげる」力の育成につながるものと考えられます。これ

に関しては、各学校における ESD 目標の設定や、活動全体を評価する体制の整備

状況等を踏まえ、各学校にとって適切な形で行うことが必要です。 

 ESD では、児童・生徒が自分の学びを振り返り、学習意欲を高めて新たな学びにつ

なげることに役立つ評価を行うことが重要となります。このために、ポートフォリオを

活用した評価も有効な評価と考えられます。ポートフォリオとはレポートや調べた結

果など学習活動全ての成果物をファイルしたもので、また、毎回の活動ごとに、振り

返りとして取り組んだことや感想をまとめたシートなども含み得るものです。このよう

なポートフォリオや振り返りシートは、児童・生徒自身が活動を振り返るときに活用

し、自己評価をするうえで重要です。 
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―ESD 推進のための研修実施におけるポイント― 

ESD が全ての学校において実践されるためには、本手引でここまで述べられてい

るポイントも参考に、各学校の管理職及び各教育委員会の担当指導主事に対する

研修を行うことが重要です。ここでは、ESD の研修を実施する上で考慮すべき事項に

ついて、これまでの研修の例を参考にまとめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ESD」とは何か---「持続可能な開発のための教育」入門研修 

 

■対象 

 県内の ESD に関する研修の担当指導主事 

★ ESD にこれから取り組む自治体においては、まずは各市町村で担当指導主

事を特定し、指導主事向けに研修を行うことが有効です。 

★ ESD を学校全体で取り組むためには、校長等を対象とする研修に ESD を組

み込むことが、取組の充実に有効です。 

★ ESD の視点を指導に活かしたり、全ての授業で ESD の視点を踏まえること

ができたりするよう、教員を対象に行うことが効果的です。 

★ 初任者研修に ESD に関する時間を設けることも有効です。 

 

■日程 

 １日実施 

★ 定期的に行う研修を通じて行う場合や、年に何度か研修を行う場合、夏季

休業中を利用して数日間に分けて行う場合もありますが、ここでは、ESD の

最も初歩的な知識について理解するための１日での研修の例を取り上げま

す。 

 

■プログラム 

 9:00-9:30 導入 

★ ESD の背景や指導による効果について、講義形式で行います（本手引の

p3-p10 参照）。 

★ 例えば気候変動や人口減少など、持続可能性に関する新聞記事や地域の

話題などを織り交ぜて、ESD の意義について説明することも有効です。 

9:30-10:30 ESD の実践を通じて児童・生徒が得られる能力・態度 

★ 国立教育政策研究所が示した「持続可能な社会づくりの構成概念」及び

「ESD の視点に立った学習指導で重視する能力・態度」について学習し、現

在、各学校で行われている授業との関連性について考えます。 

★ 本手引の p11-p27 を参考に、実際の学校の場面ごとに、何が ESD かについ

て、参加者の経験に照らしてグループで議論します。 



 - 31 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜研修全体に共通する留意点＞ 

ポイント① ESD には多様な取組方があることを認識させましょう。 

 ここまで本手引きで記載されているとおり、ESD の取組方は、各地域や各学校の実

情や、それを踏まえた「持続可能な社会」の在り方によって変わってきます。したがっ

て、「持続可能な社会」を特定するグループディスカッションにおいても、グループとし

て合意することが求められるのではなく、むしろ、地域の実情に応じて様々な考え方

があることに気付くことが大切です。 

また、ESD に関する現代社会の複雑な課題を解決するためには、ある特定の教材

や指導法で完結するものではなく、地域の特徴や対象により、最適な指導方法を考

える過程も ESD につながることに留意すべきです。 

 

ポイント② できる限り参加者が自ら考える時間を確保しましょう。 

 ESD は、現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組むことと

されています。また、「持続可能な社会」を実現するにはどういった価値観や実践す

る力の育成が必要なのか、自ら考えることが非常に重要になります。 

このことから、研修においても、参加者自身の経験に照らして ESD について考え、

与えられる情報にただ従うのではなく、他者との議論や対話を通じて、自らの考え方

を構築できるような機会を意図的に設けることが重要です。 

 

 10:30-12:00 地域・学校の実情を踏まえた ESD について 

★ 参加者の所属する教育委員会の教育基本計画を持ち寄り、どの部分が

ESD に資するかをグループ内で議論します。 

★ 各校や各自治体の現状を踏まえ、それぞれの地域のもつ持続可能性に

ついて考え、グループ内で共有します。 

 13:00-16：30 各学校の定める ESD に沿った年間指導計画・学校経営計画の

作成  

★ この例では、指導主事を対象としていることを踏まえ、それぞれの地域や

学校での課題について、ESD の視点に立った場合にどのような年間指導

計画・学校経営計画を立てることができるかについて議論します。 

★ この他に教職員を対象とした研修では、より具体的に、授業計画の作成

について議論することも考えられます。 

★ 「教育課程企画特別部会における論点整理について（報告）」を活用した

ESD の計画づくり 

★ 計画と講評 

  16:30-17:00 振り返り 

★ ESD はどのような活動内容をどのように指導するのか、主体となる先生方

で定義付けを行っていくことが重要です。このことから、できる限り多くの

議論を紹介し、参加者が自分たちの視点で何が良い実践であるかを考え

られるようなまとめとすることが有効と考えられます。 
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ポイント③ 講師の選定にあたっては、ASPUnivNet 等を活用しましょう。 

上記のとおり、ESD の実践においては、他者との議論を通じて自ら考えることが重

要ですが、これを有効に実施するためには、ESD について十分な理解がある講師が

研修をリードすることが重要となります。このためには、地域の ASPUnivNet の大学

や ESD 活動支援センター、ESD コンソーシアム、ユネスコ・アジア文化センター、日本

ユネスコ協会連盟等を通じて、適切な講師（教員、研究者、実務家など）を紹介しても

らうことも考えられます。ASPUnivNet 加盟校については、以下の一覧を参照してくだ

さい。 

 

ASPUnivNet 加盟校一覧  ※主な支援地域を越えた支援も可能です。 

加盟校 主な支援地域※ 

北海道教育大学釧路校 北海道 

東北大学大学院環境科学研究科 宮城・山形・福島 

宮城教育大学 宮城・青森・岩手・秋田・新潟・群馬・栃木・埼玉 

玉川大学教育学部 東京・茨城 

東海大学教養学部 神奈川・千葉 

金沢大学 石川・富山・福井 

岐阜大学 岐阜 

静岡大学教育学部 静岡・山梨 

愛知教育大学 愛知 

中部大学 愛知 

三重大学 三重・長野 

京都外国語大学 京都 

大阪府立大学 大阪・兵庫 

奈良教育大学 奈良・京都・和歌山・滋賀 

岡山大学 岡山・鳥取・島根 

広島市立大学国際学部 広島 

広島大学大学院教育学研究科 広島・山口 

福山市立大学 広島 

鳴門教育大学 徳島・香川・愛媛・高知 

福岡教育大学 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄 

 

ポイント④ 既存の取組との関連性を意識づけましょう。 

環境保全や世界遺産をテーマにした授業や学習など、現在の取組が、地域或い

は世界の持続可能な社会の構築にどのように貢献するか、そのためには、現在行っ

ている授業をどのように展開していくのか検討したり、教科や他の活動と関連づける

ことにより更に効果的なことは無いか議論したりする等、既存の取組の工夫や成果

の活用等を話合うことも重要です。 
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―ESD を理解する上での留意事項― 

 

 

ここでは、ESD を理解する過程で出てくる疑問・質問について、Q&A 方式でまとめ

ました。ESD を理解する上で、また、ESD についての理解促進を進める上で是非ご活

用ください。 

 

Q: ESD とは何をすればよいのでしょうか。ねらいや指導方法としてはどういったこと

が考えられるでしょうか。 

 

A. ESD は、持続可能な社会づくりの担い手を育てるための教育で、持続可能な社

会づくりへの価値観と実践力の育成が目的です。児童・生徒の主体的な学びや活動

が必要であり、教師には、児童・生徒を支援するファシリテーターとなることが求めら

れます。本手引の例でも取り上げているとおり、ESD のテーマとして環境は典型的な

もののひとつです。しかし、持続可能な社会の構築には様々な側面があり、持続可

能な開発を環境、経済、社会の統合的な発展という視点で捉えれば、人間と環境の

関わりだけでなく、地域社会の持続可能性に焦点を当てることも、ESD の在り方で

す。まずは、自らの学校、児童・生徒、あるいは学校を取り巻く地域にとって重視すべ

き「持続可能性」とは何か、そのために何ができるかを探究する学びを考えてみるこ

とが、ESD を理解することへの第一歩となります。 

 

Q: ESD ということを特に意識せず、学習指導要領に基づき指導を行っていますが、

どのように考えればよいでしょうか。 

 

A. ESD については、新しい学習指導要領の前文及び総則において、「持続可能な社

会の創り手」の育成が掲げられるとともに、各教科等においても関連する内容が盛り

込まれており（P6 参照）、持続可能な社会の創り手としてふさわしい資質・能力や価

値観をどのように養っていくかが重要となります。 

 具体的な実践としては、総合的な学習の時間で ESD に取り組んでいる事例が数多

くありますが、ESD はその総合性から、総合的な学習の時間において想定される教

科等横断的な学びにおいて、大いに活用できるものです。各教科においても、新しい

学習指導要領全体を踏まえ、持続可能な社会の構築に関わる視点を踏まえて指導

することが重要です。また、学級活動・生徒会活動・学校行事等の特別活動、その他

学校管理下の様々な活動の中で位置付けることも、学校全体としての取組につなが

り、ホールスクールアプローチとして有効です。その際、その位置付けについては、

時間をとって確実に理解してもらうことが重要です。 

 

Q: 「ESD」という言葉は難し過ぎるので、これを用いずに活動を展開しても良いでしょ

うか。あるいは、他に分かりやすい言い方はないでしょうか。 

 



 - 34 -

A. 日本ユネスコ国内委員会においては、2014 年 11 月の「持続可能な開発のための

教育（ESD）に関するユネスコ世界会議」の開催に併せ、ESD をもっと多くのみなさん

に知っていただきたい、実践につなげていただきたいという思いから、ESD の愛称を

広く公募し、応募総数 4,000 通以上の中から、「今日よりいいアースへの学び」を大賞

に選定しています。また、地域における ESD に先進的に取り組む岡山市では、ESD

を「（E）ええもの（＝よいもの）を（S）子孫の（D）代まで」の頭文字ととらえ、普及活動

を行っています。 

このように、持続可能な社会づくりを自らのものとしてとらえるにはどうしたらよいか

を考えること自体が ESD の目的の一つです。その際、地域や対象者の実情に応じ

て、より理解しやすい用語について考えることは、ESD の普及を考える上では推奨さ

れる取組です。 

 

Q: 学校が地域との連携を進めるには、どういった工夫が必要でしょうか。 

 

A.  学校と地域がパートナーとして連携・協働による取組を進めていくためには、学

校と地域住民等が「地域でどのような子供たちを育てるのか」「何を実現していくの

か」「何をすべきなのか」、課題や目標・ビジョンを共有することが重要です。地域社

会と学校が目標を共有し、学校と地域がパートナーとして連携・協働して取組を進め

ていく仕組みとして、学校運営協議会制度（当該制度を導入した学校を「コミュニティ

・スクール」という。）や地域学校協働活動があります。これらの仕組みや活動を通じ

て、地域の実情にあったＥＳＤに関する取組を行っていくことが考えられます。なお、

その際、ESD 活動支援センター（P25 参照）では、ESD に関する活動支援、交流・連

携の促進などを行っていますので、地域の ESD 活動支援センターに相談したり参画

を促したりすることが考えられます。  

 

Q: ESD は対象テーマが広いと思います。研修テーマや課題については、どう選ぶ

のでしょうか。 

 

A. 持続可能性に関わる課題を解決するにあたっては、個々の分野だけでなく、分

野横断的にアプローチすることもできることから、対象テーマは幅広くなります。その

ため、例えば自然環境や文化、まちなみ、景観など、各学校が学校や児童・生徒の

状況を分析し、地域の特性を生かしたテーマや課題を取り上げたり、受講者のニー

ズに基づいて設定したり、目的に応じたプログラムを構成する方法が考えられます。 

 

Q: SDGs が 2015 年に採択されましたが、今後は ESD にかわって SDGs に取り組む

ということで、ESD はなくなってしまうのでしょうか。 

 

A. Ｐ5 でも述べましたが、SDGs の目標は独立したものではなく、相互に関係し、時に

は相反する価値を追求することもあります。そのような中で教育もまた、独立した

目標ではなく、むしろ、「教育が全ての SDGs の基礎」であり、「全ての SDGs が教

育に期待」している、とも言われています。特に、ESD は持続可能な社会の担い
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手づくりを通じて、SDGs17 全ての目標の達成に貢献するものです。これまで取り

組んできた、地域に根差した ESD に引き続き取り組み、より一層推進することを

通じて SDGs の達成に直接・間接に貢献できます。また、SDGs は、これまで ESD

で取り組んできた、あるいは、今後向き合うべき喫緊の課題やテーマを具体的に

掲げ、その解決に向けた方向性を明確に示したものとも捉えられます。そのた

め、ESD の様々な活動が、国際的に整理された目標である SDGs の各目標にど

のように貢献しているのかを考えることにより、SDGs によって自分自身の ESD の

活動に新たな意義や価値付けを行い、ESD の目標を明確化することができます。

さらに、SDGs は人類共通のグローバル目標であり、それを意識して ESD の活動

に取り組むことは、地域に根差した身近な活動が世界につながることであり、地

球規模の課題解決に貢献することになります。 

B.  

 

コラム：各単元で行っている ESD の取組と SDGs の関係を明確化する 

八名川小学校では、学校全体で行っている種々の ESD の取組を SDGs の１７のゴー

ルに当てはめた SDGs 実践計画表を作成しています。それを P19 で御紹介した ESD

カレンダーと連携させることで、各学年での種々の取組がどのように SDGs のゴール

に関係するかを視覚化、明確化しています。このように SDGs のゴールと各単元にお

ける ESD の個別の取組の関係性を示すことで、地域に根差したＥＳＤの活動がどの

ように世界的に取り組まれている地球規模課題とつながっているのかを意識すること

ができます。 
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コラム：地域の ESD の実践を SDGs の視点で整理し、実践の意義を明確化する。 

大牟田市教育委員会ではこれまでの大牟田市の各学校での地域の課題に根付い

た実践をもとに、大牟田版 SDGs を作成しました。これは、地域の課題、財産といった

特色を踏まえ、SDGs の 17 の目標から、基盤となる目標２つ及び重点的に取り組む８

つを選んでいます。さらに、それぞれについて、特に目指すターゲットを特定しそれら

に関連する市の施策、各学校の取組を整理したうえで、市として目指す児童生徒の

姿とその資質、能力を示しています。このようにSDGsを活用して取組の整理を行うこ

とで、ESD の取組の意義が明確になります。これらの取組を通じ、地域に根差しなが

らもグローバルな課題解決に向けた、より包括的で実践的なESDへと発展させること

ができます。 
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―ユネスコスクールについて― 

○ 定義 

ユネスコスクールは、ユネスコ憲章に示されたユネスコの理念を実現するた

め、平和や国際的な連携を実践する学校です。文部科学省及び日本ユネスコ国

内委員会では、ユネスコスクールを ESD の推進拠点として位置付けています。 

ユネスコスクールの活動目的としては、以下のことが挙げられています。 

● ユネスコスクールネットワークの活用による世界中の学校と児童・生徒間・教

師間の交流を通じ、情報や体験を分かち合うこと 

● 地球規模の諸問題に若者が対処できるような新しい教育内容や手法の開

発、発展を目指すこと 

 

○ 昨今の展開 

2018 年 3 月現在、世界 182 か国の国・地域で 11,000 校以上のユネスコスクー

ルがあります。日本国内の加盟校数は、「国連持続可能な開発のための教育の

10 年（DESD）」が始まった 2005 年から飛躍的に増加しており、2018 年 3 月時点

で 1,033 校となり、１か国当たりの加盟校数としては、世界最大となっています。 
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○ 加盟方法 
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○ユネスコスクール全国大会（ESD 研究大会） 

全国のユネスコスクールの教職員をはじめ関係者が一堂に会し、実践や研究活

動から得た好事例を共有することで、各々の活動の深化・拡充とＥＳＤの更なる普及

啓発を図ることを目的に、文部科学省／日本ユネスコ国内委員会の主催で 2009 年

以降毎年開催しています。 

大会では、学校現場におけるＥＳＤの実践にかかる先進的な知見や課題解決の方

策の会得を目的としたワークショップや、先進的な活動を行っているユネスコスクー

ルの事例発表を軸とするテーマ別交流研修会などの参加型プログラムをはじめ、海

外のユネスコスクール関係者等による特別講演や、社会的に関心の高い教育課題

をテーマにしたパネルディスカッションなど、多彩なプログラムを実施しています。 

 2017 年 12 月に、第 9 回大会を福岡県大牟田市で開催しました。「我が国を最先端

の持続可能な社会に―ＥＳＤのゴールを目指して」を大会テーマに、カリキュラム・マ

ネジメント、主体的・対話的で深い学び、グローバル人材の育成など、「喫緊の教育

課題とＥＳＤ」をテーマにしたワークショップ・交流研修会を開催したほか、「50 年後の
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社会に向けた ESD による人材育成」をテーマにしたパネルディスカッション、ユネスコ

本部（フランス）ユネスコスクール担当課長による「国際的なユネスコスクールの動

向」をテーマにした特別講演などが行われました。 

大会には全国から 900 名を超える参加者が集まりました。大会前日には大牟田市

教育委員会の主催でユネスコスクール公開授業も行われ、約 500 名が参加しまし

た。 

  

 

○ ESD 推進のためのユネスコスクール宣言（ユネスコスクール岡山宣言） →リンク

集へ 
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―参考資料― 

Ⅰ ESD 関係用語集 
 

用語 概要 

国連持続可能な開発のための教

育（Education for Sustainable 

Development: ESD）の 10 年

［UNDESD］ 

2002 年の持続可能な開発に関する首脳会議

（ヨハネスブルグ・サミット）において、

我が国が提唱した、2005～2014 年の 10 年間

を「国連持続可能な開発のための教育の 10

年」とするもの。同年の国連総会にて満場

一致で決議され、ユネスコがその主導機関

に指定された。 

ユネスコスクール（UNESCO 

Associated Schools Network 

（略称：ASPnet)） 

ユネスコ憲章に示されたユネスコの理想を

実現するため、平和や国際的な連携を実践

する学校であり、ユネスコが認定。我が国

では ESD の推進拠点として位置付けている。 
持続可能な開発のための教育

（ESD）に関するユネスコ世界会

議 

「国連 ESD の 10 年」の最終年である 

2014 年 11 月に、ユネスコと日本政府の共

催により、愛知県名古屋市及び岡山市で開

催された会議で、「あいち・なごや宣言」

が採択され、ユネスコ/日本 ESD 賞の創設、

「ESD に関するグローバル・アクション・プ

ログラム（GAP）」の開始が正式に発表され

た。 

国連気候変動枠組条約 1992 年、大気中の温室効果ガスの濃度を安

定化させることを究極の目標として国連に

おいて採択されたもの。同条約に基づき、

国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）が

1995 年から毎年開催されている。（環境省

HP 参照） 

持続可能な開発目標(SDGs) 2015 年 9 月に国連サミットにて各国首脳に

より採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に掲げられたもので、2016

年以降 2030 年までの国際開発目標。持続可

能な開発の達成に向けて先進国と途上国の

双方が取り組む目標となっている。 

ミレニアム開発目標（MDGs） 2000 年に採択された国連ミレニアム宣言と

1990 年代に開催された主要な国際会議やサ

ミットで採択された国際開発目標を統合

し、一つの共通の枠組みとしてまとめられ
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たもの。（外務省 HP 参照） 

万人のための教育（Education for 

All: EFA） 

途上国における深刻な教育状況を改善し、

万人に教育へのアクセスを確保すべく、

2015 年を期限として、途上国及び先進国が

協同して取り組むべき教育開発目標。1990

年タイのジョムティエンで開催された会議

で確認され、2000 年に開催された世界教育

フォーラム（ダカール）にて「ダカール行

動枠組み」として６項目の具体的目標が定

められた。 
ESD に関するグローバル・アクシ

ョン・プログラム（ＧＡＰ） 

「国連 ESD の 10 年」の後継プログラムとし

て 2013 年 11 月のユネスコ総会で採択され、

2014 年 12 月の国連総会で承認されたもの。

2014 年 11 月に日本で開催された「ESD に関

するユネスコ世界会議」でその開始が正式

に発表された。 
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Ⅱ ESD 関係リンク集 

 

◆ 文部科学省/環境省によるウェブサイトへのリンク 

 日本ユネスコ国内委員会 http://www.mext.go.jp/unesco/index.htm 

 ユネスコスクール公式ウェブサイト http://www.unesco-school.mext.go.jp/ESD 

 ESD ポータルサイト http://www.ESD-jpnatcom.mext.go.jp/ 

 日本ユネスコ国内委員会 ESD フェイスブ

ック 

https://www.facebook.com/esd.jpnatcom/ 

 環境教育・ESD（環境省） https://edu.env.go.jp/ 

 ＋ESD プロジェクト（環境省） https://www.p-ESD.go.jp/top.html 

 持続可能な開発のための教育関係省庁

連絡会議 

http://www.mext.go.jp/unesco/004/detail/

1371095.htm 

 持続可能な開発のための教育(ESD)円卓

会議 

http://www.mext.go.jp/unesco/004/detail/

1359301.htm 

 グローバル人材の育成に向けた ESD の

推進事業 

http://www.mext.go.jp/unesco/017/index.

htm 

◆ ESD 関係団体・組織  

 ESD 活動支援センター  http://ESDcenter.jp/ 

 ユネスコスクール支援大学間ネットワーク

(ASPUnivNet) 

http://www.unesco-school.mext.go.jp/ASP

UnivNet/ 

 公益財団法人ユネスコ・アジア文化センタ

ー(ACCU) 

http://www.accu.or.jp/jp/index.html 

 公益社団法人日本ユネスコ協会連盟 http://www.unesco.or.jp/ 

 特定非営利活動法人持続可能な開発の

ための教育推進会議（ESD－Ｊ） 

http://www.ESD-j.org/ 

 公益財団法人 五井平和財団 https://www.goipeace.or.jp/work/esd/ 

 日本ＥＳＤ学会 jsesd.xsrv.jp/ 

 特定非営利活動法人 開発教育協会（D

EAR)  

http://www.dear.or.jp/ 

 

 教育協力 NGO ネットワーク(JNNE) http://jnne.org/ 

◆ 教材、資料等について 

 ユネスコスクール公式ウェブサイト教材ル

ーム 

http://www.unesco-school.mext.go.jp/mat

erials.edu/ 

 学校等で ESD を実践されている皆様への

メッセージ（日本ユネスコ国内委員会） 

http://www.esd-jpnatcom.mext.go.jp/about

/message.html 
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 ユネスコスクールと ESD（文部科学省） http://www.unesco-school.mext.go.jp/TEM

P/?action=common_download_main&upload

_id=8900 

 今日よりいいアースへの学び：持続可能

な開発のための教育（ESD）とユネスコス

クール（文部科学省） 

http://www.mext.go.jp/unesco/004/__icsFil

es/afieldfile/2015/05/18/1339977_01_1.pdf 

 2014 年ユネスコスクール ESD 優良実践

事例集（文部科学省／日本ユネスコ国内

委員会） 

http://www.unesco-school.mext.go.jp/TEM

P/?action=common_download_main&upload

_id=8509 

 ESD QUEST（きみが世界を救う！）（文部

科学省） 

http://www.ESD-jpnatcom.mext.go.jp/pdf/

ESDQUESTstorybook.pdf 

 学校における持続可能な発展のための

教育（ESD）に関する研究（国立教育政策

研究所） 

http://www.nier.go.jp/kaihatsu/pdf/esd_sai

shuu.pdf 

 環境教育指導資料【中学校編】(国立教

育政策研究所) 

https://www.nier.go.jp/kaihatsu/pdf/20161

214.pdf 

 ユネスコスクールの今～ひろがりつなが

る ESD 推進拠点～（ACCU） 

http://www.unesco-school.mext.go.jp/aspn

et-events/?action=common_download_main

&upload_id=8812 

 ESD 関連ドキュメント集(ESD 活動支援セ

ンター) 

http://esdcenter.jp/docs/ 

 JIC 地球ひろば 先生のお役立ちサイト https://www.jica.go.jp/hiroba/teacher/inde

x.html 

 STOP THE 温暖化－緩和と適応へのア

プローチ 2015（環境省） 

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/stop

2015/stop2015_full.pdf 

 ESD 環境教育プログラム（環境省） https://edu.env.go.jp/ESD/ 

 Education for Sustainable Development

 Goals: Learning Objectives (UNESCO) 

http://unesdoc.unesco.org/images/0024/0

02474/247444e.pdf 

 Textbooks for Sustainable Development

: A Guide to Embedding (MGIEP) 

http://unesdoc.unesco.org/images/0025/0

02599/259932e.pdf 

 Rethinking Schooling for the 21st Cent

ury: The State of Education for Peac

e, Sustainable Development and Global

 Citizenship in Asia 

http://unesdoc.unesco.org/images/0026/0

02605/260568e.pdf 

◆ ESD に関するユネスコにおける動きについて 

 Global Action Programme on ESD http://en.unesco.org/gap 

 ユネスコ／日本 ESD 賞（英語） https://en.unesco.org/prize-esd 
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 GAP クリアリングハウス http://en.unesco.org/gap-ESD-clearingho

use 

 ユネスコスクールネットワーク https://aspnet.unesco.org/en-us 

 UNESCO World Conference on ESD http://www.unesco.org/new/en/unesco-w

orld-conference-on-ESD-2014 

◆ ESD に関する世界の動きについて 

 持続可能な開発目標(SDGs) http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/ab

out/doukou/page23_000779.html 

 ミレニアム開発目標（MDGs） http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/do

ukou/mdgs.html 

 Regional Centre of Expertise on ESD

（RCE：ESD に関する地域拠点）（国連大

学）（英語） 

http://www.rce-network.org/portal/ 

 国連 ESD の 10 年関連 

 国連持続可能な開発のための教育の 10

年関係省庁連絡会議 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokuren/i

ndex.html 

 国連持続可能な開発のための教育（ES

D）－外務省 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo

/edu_10/10years_gai.html 

 ESD 推進のためのユネスコスクール宣言 http://www.ESD-jpnatcom.jp/conference/

result/pdf/Aichi-Nagoya_Declaration_scho

ol_ja.pdf 
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Ⅲ ユネスコについて 

 

ユネスコ（国際連合教育科学文化機関（United Nations Educational, Scientific and 

Cultural Organization：UNESCO)）は、第二次世界大戦後の 1946 年にユネスコ憲章

（1945 年 11 月ロンドンで採択）の発効に基づき 国際機関として設立され、教育・科

学・文化、コミュニケーションを通じて国際理解や国際協力を推進し、人びとの交流を

通した国際平和と人類の福祉を促進しています。 

 ユネスコ憲章の前文では、「戦争は人の心の中で生まれるものであるから、人の心

の中に平和のとりでを築かなければならない」とされています。 

 我が国においては、1952 年に制定された「ユネスコ活動に関する法律」に基づき、

文部科学省に日本ユネスコ国内委員会が設けられています。また、「地方教育行政

の組織及び運営に関する法律」において、教育委員会の事務の一つとして、ユネス

コ活動に関することが明記されています。 

 ユネスコ本部には、教育、自然科学、人文社会科学、情報・コミュニケーション、文

化に関する局があり、このうち教育局において、ユネスコスクール及び ESD を担当し

ています。 
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